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さいたま市教育委員会訓令第２号

   さいたま市教職員服務規程の一部を改正する訓令

 さいたま市教職員服務規程（平成１３年さいたま市年教育委員会訓令第４号）の一

部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（赴任） （赴任）

第４条 ［略］ 第４条 ［略］

２ 教職員が赴任したときは、着任届により、速や

かに、校長にあっては市教育委員会教育長（以下

「教育長」という。）に、その他の教職員にあっ

ては校長にそれぞれ届け出なければならない。

２ 教職員が赴任したときは、着任届（様式第１号

）により、速やかに、校長にあっては市教育委員

会教育長（以下「教育長」という。）に、その他

の教職員にあっては校長にそれぞれ届け出なけれ

ばならない。

３ やむを得ない事情のため、第１項に規定する期

間内に赴任できない場合は、赴任延期願により、

校長にあっては教育長に、その他の教職員にあっ

ては校長に、それぞれ願い出てその承認を得なけ

ればならない。

３ やむを得ない事情のため、第１項に規定する期

間内に赴任できない場合は、赴任延期願（様式第

２号）により、校長にあっては教育長に、その他

の教職員にあっては校長に、それぞれ願い出てそ

の承認を得なければならない。

 （出勤）  （出勤）

第７条 教職員は、校長の定める執務開始時刻まで

に出勤し、直ちに出勤簿に自ら押印しなければな

らない。

第７条 教職員は、校長の定める執務開始時刻まで

に出勤し、直ちに所定の出勤簿に自ら押印しなけ

ればならない。

２ ［略］ ２ ［略］

３ 出勤簿の様式は、市教育委員会（以下「委員会

 という。）が別に定める。

 （職務の専念）  （職務の専念）

第８条 ［略］ 第８条 ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

３ 教職員は、さいたま市職員の職務に専念する義

務の特例に関する条例（平成１３年さいたま市条

例第２８号）に基づき、職務に専念する義務の免

除について承認を受けようとするときは、職務専

念義務免除願により教育長に願い出なければなら

ない。

３ 教職員は、さいたま市職員の職務に専念する義

務の特例に関する条例（平成１３年さいたま市条

例第２８号）に基づき、職務に専念する義務の免

除について承認を受けようとするときは、職務専

念義務免除願（様式第３号）により教育長に願い

出なければならない。



（休暇） （休暇）

第１０条 教職員が、さいたま市教職員の勤務時

間、休日及び休暇に関する条例（平成２９年さい

たま市条例第１７号。以下「条例」という。）第

１５条に規定する年次有給休暇又はさいたま市教

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行

規則（平成２９年さいたま市教育委員会規則第９

号。以下「勤務時間等規則」という。）第２４条

第１項第３号本文に規定する休暇（以下「産前産

後の休暇」という。）を受けようとするときは、

年次有給休暇については年次有給休暇届簿、産前

産後の休暇については特別休暇簿により、校長（

校長の引き続き３日以上の年次有給休暇又は産前

産後の休暇にあっては教育長）に届け出なければ

ならない。

第１０条 教職員が、さいたま市教職員の勤務時

間、休日及び休暇に関する条例（平成２９年さい

たま市条例第１７号。以下「条例」という。）第

１５条に規定する年次有給休暇又はさいたま市教

職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例施行

規則（平成２９年さいたま市教育委員会規則第９

号。以下「勤務時間等規則」という。）第２４条

第１項第３号本文に規定する休暇（以下「産前産

後の休暇」という。）を受けようとするときは、

年次有給休暇については年次有給休暇届簿（様式

第４号）、産前産後の休暇については特別休暇簿

（様式第５号）により、校長（校長の引き続き３

日以上の年次有給休暇又は産前産後の休暇にあっ

ては教育長）に届け出なければならない。

２ 教職員が、条例第１６条に規定する病気休暇を

受けようとするときは、病気休暇簿により、校長

にあっては教育長に、その他の教職員にあっては

校長に、それぞれ願い出なければならない。

２ 教職員が、条例第１６条に規定する病気休暇を

受けようとするときは、病気休暇簿（様式第６号

）により、校長にあっては教育長に、その他の教

職員にあっては校長に、それぞれ願い出なければ

ならない。

３ ［略］ ３ ［略］

４ 教職員が、病気休暇を終えて職務に復帰すると

き（次の各号のいずれかに該当する場合に限る。

）は、あらかじめ、医師の証明書その他の職務復

帰に支障がない旨を明らかにする証明書類を添え

て、出勤届により、校長にあっては教育長に、そ

の他の教職員にあっては校長に、それぞれ届け出

なければならない。

４ 教職員が、病気休暇を終えて職務に復帰すると

き（次の各号のいずれかに該当する場合に限る。

）は、あらかじめ、医師の証明書その他の職務復

帰に支障がない旨を明らかにする証明書類を添え

て、出勤届（様式第７号）により、校長にあって

は教育長に、その他の教職員にあっては校長に、

それぞれ届け出なければならない。

  ・  ［略］   ・  ［略］

５～７ ［略］ ５～７ ［略］

８ 教職員が、勤務時間等規則第２４条第１項第２

０号に規定する休暇を受けようとするときは、第

６項の規定による願い出の際、ボランティア活動

計画書を添えなければならない。

８ 教職員が、勤務時間等規則第２４条第１項第２

０号に規定する休暇を受けようとするときは、第

６項の規定による願い出の際、ボランティア活動

計画書（様式第８号）を添えなければならない。

９ 教職員が、勤務時間等規則第２４条第１項第２

２号に規定する休暇を受けようとするときは、第

６項の規定による願い出の際、要介護者の状態等

申出書を添えなければならない。

９ 教職員が、勤務時間等規則第２４条第１項第２

２号に規定する休暇を受けようとするときは、第

６項の規定による願い出の際、要介護者の状態等

申出書（様式第９号）を添えなければならない。

１０ 教職員が、条例第１８条に規定する介護休暇

を受けようとするときは、介護休暇簿により、校

長にあっては教育長に、その他の教職員にあって

は校長に、それぞれ願い出なければならない。

１０ 教職員が、条例第１８条に規定する介護休暇

を受けようとするときは、介護休暇簿（様式第１

０号）により、校長にあっては教育長に、その他

の教職員にあっては校長に、それぞれ願い出なけ

ればならない。

１１ 教職員が、条例第１９条に規定する介護時間

を受けようとするときは、介護時間簿により、校

長にあっては教育長に、その他の教職員にあって

は校長に、それぞれ願い出なければならない。

１１ 教職員が、条例第１９条に規定する介護時間

を受けようとするときは、介護時間簿（様式第１

１号）により、校長にあっては教育長に、その他

の教職員にあっては校長に、それぞれ願い出なけ

ればならない。



１２ 教職員が、条例第２０条に規定する組合休暇

を受けようとするときは、組合休暇願により校長

に願い出なければならない。

１２ 教職員が、条例第２０条に規定する組合休暇

を受けようとするときは、組合休暇願（様式第１

２号）により校長に願い出なければならない。

 （欠勤）  （欠勤）

第１１条 教職員は、やむを得ない事由のため欠勤

しようとするときは、欠勤届により、あらかじ

め、校長にあっては教育長に、その他の教職員に

あっては校長に、それぞれ届け出なければならな

い。

第１１条 教職員は、やむを得ない事由のため欠勤

しようとするときは、欠勤届（様式第１３号）に

より、あらかじめ、校長にあっては教育長に、そ

の他の教職員にあっては校長に、それぞれ届け出

なければならない。

 （休職）  （休職）

第１４条 教職員にあっては第１号に、教員にあっ

ては第２号に該当する場合において、休職を願い

出ようとするときは、休職願を委員会に提出しな

ければならない。

第１４条 教職員にあっては第１号に、教員にあっ

ては第２号に該当する場合において、休職を願い

出ようとするときは、休職願（様式第１４号）を

委員会に提出しなければならない。

  ・  ［略］   ・  ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

 （復職）  （復職）

第１５条 教職員は、休職の事由がやんだときは、

速やかに、復職願を委員会に提出しなければなら

ない。

第１５条 教職員は、休職の事由がやんだときは、

速やかに、復職願（様式第１５号）を委員会に提

出しなければならない。

２ ［略］ ２ ［略］

 （育児休業等）  （育児休業等）

第１７条 教職員は、地方公務員の育児休業等に関

する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児

休業法」という。）第２条第２項の規定により育

児休業の承認を受けようとするときは原則として

育児休業をしようとする期間の始まる日の１月前

までに、育児休業法第３条第１項の規定により育

児休業の期間の延長の承認を受けようとするとき

は、原則として現に承認を受けている育児休業の

期間の満了する日の１月前までに、育児休業承認

請求書により委員会に請求しなければならない。

第１７条 教職員は、地方公務員の育児休業等に関

する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児

休業法」という。）第２条第２項の規定により育

児休業の承認を受けようとするときは原則として

育児休業をしようとする期間の始まる日の１月前

までに、育児休業法第３条第１項の規定により育

児休業の期間の延長の承認を受けようとするとき

は、原則として現に承認を受けている育児休業の

期間の満了する日の１月前までに、育児休業承認

請求書（様式第１６号）により委員会に請求しな

ければならない。

２ 教職員は、育児休業法第１０条第２項の規定に

より育児短時間勤務の承認を受けようとするとき

又は育児休業法第１１条第１項の規定により育児

短時間勤務の期間の延長を受けようとするとき

は、さいたま市職員の育児休業等に関する条例（

平成１３年さいたま市条例第１３号。以下「育児

休業条例」という。）第１３条の規定により育児

短時間勤務承認請求書を委員会に提出しなければ

ならない。

２ 教職員は、育児休業法第１０条第２項の規定に

より育児短時間勤務の承認を受けようとするとき

又は育児休業法第１１条第１項の規定により育児

短時間勤務の期間の延長を受けようとするとき

は、さいたま市職員の育児休業等に関する条例（

平成１３年さいたま市条例第１３号。以下「育児

休業条例」という。）第１３条の規定により育児

短時間勤務承認請求書（様式第１７号）を委員会

に提出しなければならない。

３ 教職員は、育児休業法第１９条第１項の規定に

より部分休業の承認を受けようとするときは、部

分休業承認請求書により委員会に請求しなければ

３ 教職員は、育児休業法第１９条第１項の規定に

より部分休業の承認を受けようとするときは、部

分休業承認請求書（様式第１８号）により委員会



ならない。 に請求しなければならない。

４ 教職員は、育児休業条例第３条第４号の規定に

より再度の育児休業をしようとするときは、あら

かじめ育児休業等計画書を育児休業承認請求書と

ともに委員会に提出しなければならない。

４ 教職員は、育児休業条例第３条第４号の規定に

より再度の育児休業をしようとするときは、あら

かじめ育児休業等計画書（様式第１９号）を育児

休業承認請求書とともに委員会に提出しなければ

ならない。

５・６ ［略］ ５・６ ［略］

第１８条 育児休業、育児短時間勤務又は部分休業

（以下「育児休業等」という。）をしている教職

員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、

育児休業等変更届により、遅滞なく委員会に届け

出なければならない。

第１８条 育児休業、育児短時間勤務又は部分休業

（以下「育児休業等」という。）をしている教職

員は、次の各号のいずれかに該当する場合には、

育児休業等変更届（様式第２０号）により、遅滞

なく委員会に届け出なければならない。

 ～  ［略］  ～  ［略］

 （育児又は介護を行う教職員の深夜勤務及び時間

外勤務の制限の請求）

 （育児又は介護を行う教職員の深夜勤務及び時間

外勤務の制限の請求）

第１９条 教職員は、条例第１０条第１項（同条第

４項において準用する場合を含む。）の規定によ

り深夜勤務の制限に関する請求をしようとすると

きは、当該請求をする一の期間（６月以内の期間

に限る。）について、その初日（以下「深夜勤務

制限開始日」という。）及び末日を明らかにし

て、原則として深夜勤務制限開始日の１月前まで

に、深夜勤務・時間外勤務制限請求書により校長

に請求しなければならない。

第１９条 教職員は、条例第１０条第１項（同条第

４項において準用する場合を含む。）の規定によ

り深夜勤務の制限に関する請求をしようとすると

きは、当該請求をする一の期間（６月以内の期間

に限る。）について、その初日（以下「深夜勤務

制限開始日」という。）及び末日を明らかにし

て、原則として深夜勤務制限開始日の１月前まで

に、深夜勤務・時間外勤務制限請求書（様式第２

１号）により校長に請求しなければならない。

２ ［略］ ２ ［略］

 （育児又は介護の状況変更届）  （育児又は介護の状況変更届）

第２０条 前条第１項の請求をした教職員は、次の

各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、

育児又は介護の状況変更届により校長に届け出な

ければならない。

第２０条 前条第１項の請求をした教職員は、次の

各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、

育児又は介護の状況変更届（様式第２２号）によ

り校長に届け出なければならない。

  ～  ［略］   ～  ［略］

２ ［略］ ２ ［略］

 （大学院修学休業）  （大学院修学休業）

第２１条 主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭又

は講師（常勤の者に限る。）は、教育公務員特例

法（昭和２４年法律第１号）第２６条第２項の規

定により大学院修学休業の許可を受けようとする

ときは、大学院修学休業許可申請書により委員会

に申請しなければならない。

第２１条 主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭又

は講師（常勤の者に限る。）は、教育公務員特例

法（昭和２４年法律第１号）第２６条第２項の規

定により大学院修学休業の許可を受けようとする

ときは、大学院修学休業許可申請書（様式第２３

号）により委員会に申請しなければならない。

 （修学部分休業）  （修学部分休業）

第２２条 教員は、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２６条の２第１項の規定により修

学部分休業の承認の申請をしようとするときは、

第２２条 教員は、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２６条の２第１項の規定により修

学部分休業の承認の申請をしようとするときは、



原則として当該修学部分休業をしようとする期間

の始まる日の１月前までに、修学部分休業承認申

請書を委員会に提出しなければならない。

原則として当該修学部分休業をしようとする期間

の始まる日の１月前までに、修学部分休業承認申

請書（様式第２４号）を委員会に提出しなければ

ならない。

２ ［略］ ２ ［略］

３ 修学部分休業をしている教員は、当該修学部分

休業に係る教育施設の課程を退学し、又は休学し

たときは、遅滞なく、修学状況変更届を委員会に

提出しなければならない。

３ 修学部分休業をしている教員は、当該修学部分

休業に係る教育施設の課程を退学し、又は休学し

たときは、遅滞なく、修学状況変更届（様式第２

５号）を委員会に提出しなければならない。

４ ［略］ ４ ［略］

５ 修学部分休業をしている教員は、現に承認を受

けている修学部分休業の期間の一部について取消

しを申請しようとするときは、あらかじめ修学部

分休業取消申請書を委員会に提出しなければなら

ない。

５ 修学部分休業をしている教員は、現に承認を受

けている修学部分休業の期間の一部について取消

しを申請しようとするときは、あらかじめ修学部

分休業取消申請書（様式第２６号）を委員会に提

出しなければならない。

 （自己啓発等休業）  （自己啓発等休業）

第２３条 教員は、さいたま市教員の自己啓発等休

業に関する条例（平成２９年さいたま市条例第１

９号。以下この条において「自己啓発等休業条例

」という。）第３条の規定により自己啓発等休業

の承認の申請をしようとするときは、原則として

当該自己啓発等休業をしようとする期間の始まる

日の１月前までに、自己啓発等休業承認申請書を

確認書とともに委員会に提出しなければならな

い。

第２３条 教員は、さいたま市教員の自己啓発等休

業に関する条例（平成２９年さいたま市条例第１

９号。以下この条において「自己啓発等休業条例

」という。）第３条の規定により自己啓発等休業

の承認の申請をしようとするときは、原則として

当該自己啓発等休業をしようとする期間の始まる

日の１月前までに、自己啓発等休業承認申請書（

様式第２７号）を確認書（様式第２８号）ととも

に委員会に提出しなければならない。

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 教員は、自己啓発等休業条例第１０条第１項の

規定により大学等課程の履修又は国際貢献活動の

状況について報告しようとするときは、自己啓発

等休業状況報告書を委員会に提出しなければなら

ない。

４ 教員は、自己啓発等休業条例第１０条第１項の

規定により大学等課程の履修又は国際貢献活動の

状況について報告しようとするときは、自己啓発

等休業状況報告書（様式第２９号）を委員会に提

出しなければならない。

５ ［略］ ５ ［略］

 （配偶者同行休業）  （配偶者同行休業）

第２４条 教職員は、さいたま市職員の配偶者同行

休業に関する条例（平成２７年さいたま市条例第

４号。以下「配偶者同行休業条例」という。）第

２条及び第５条の規定により配偶者同行休業の承

認の申請をしようとするときは、原則として配偶

者同行休業をしようとする期間の始まる日の１月

前までに、配偶者同行休業承認申請書を確認書と

ともに委員会に提出しなければならない。

第２４条 教職員は、さいたま市職員の配偶者同行

休業に関する条例（平成２７年さいたま市条例第

４号。以下「配偶者同行休業条例」という。）第

２条及び第５条の規定により配偶者同行休業の承

認の申請をしようとするときは、原則として配偶

者同行休業をしようとする期間の始まる日の１月

前までに、配偶者同行休業承認申請書（様式第３

０号）を確認書（様式第３１号）とともに委員会

に提出しなければならない。

２ ［略］ ２ ［略］

３ 教職員は、配偶者同行休業条例第８条第１項の

規定により、配偶者同行休業に係る状況について

報告しようとするときは、配偶者同行休業状況報

告書を委員会に提出しなければならない。

３ 教職員は、配偶者同行休業条例第８条第１項の

規定により、配偶者同行休業に係る状況について

報告しようとするときは、配偶者同行休業状況報

告書（様式第３２号）を委員会に提出しなければ



ならない。

 （研修）  （研修）

第２５条 教職員は、教育公務員特例法第２２条第

２項の規定により勤務場所を離れて研修を行おう

とするときは、研修承認願を校長に提出し、その

承認を受けなければならない。

第２５条 教職員は、教育公務員特例法第２２条第

２項の規定により勤務場所を離れて研修を行おう

とするときは、研修承認願（様式第３３号）を校

長に提出し、その承認を受けなければならない。

２ ［略］ ２ ［略］

３ 第１項の承認を受けた教職員は、研修が終了し

たときは、速やかに研修報告書を校長に提出しな

ければならない。

３ 第１項の承認を受けた教職員は、研修が終了し

たときは、速やかに研修報告書（様式第３４号）

を校長に提出しなければならない。

 （氏名、住所等の変更）  （氏名、住所等の変更）

第２７条 教職員は、氏名、住所等を変更したとき

は、氏名（住所）変更届により、速やかに、教育

長に届け出なければならない。

第２７条 教職員は、氏名、住所等を変更したとき

は、氏名（住所）変更届（様式第３５号）によ

り、速やかに、教育長に届け出なければならな

い。

 （兼職及び他の事業等の従事）  （兼職及び他の事業等の従事）

第２８条 教職員は、教育に関する他の職を兼ね、

又は教育に関する他の事業、事務若しくは営利企

業等に従事しようとするときは、兼職（兼業）承

認（許可）願により委員会に願い出なければなら

ない。

第２８条 教職員は、教育に関する他の職を兼ね、

又は教育に関する他の事業、事務若しくは営利企

業等に従事しようとするときは、兼職（兼業）承

認（許可）願（様式第３６号）により委員会に願

い出なければならない。

２ 校長は、前項の兼職（兼業）承認（許可）願

に、兼職（兼業）承認（許可）願（副申）を添付

しなければならない。

２ 校長は、前項の兼職（兼業）承認（許可）願

に、兼職（兼業）承認（許可）願（副申）（様式

第３７号）を添付しなければならない。

（専従許可） （専従許可）

第２９条 教職員は、登録を受けた職員団体の役員

として当該職員団体の業務に専ら従事するため、

地方公務員法第５５条の２第１項ただし書の規定

による許可を受けようとするときは、専従許可願

により委員会に願い出なければならない。

第２９条 教職員は、登録を受けた職員団体の役員

として当該職員団体の業務に専ら従事するため、

地方公務員法第５５条の２第１項ただし書の規定

による許可を受けようとするときは、専従許可願

（様式第３８号）により委員会に願い出なければ

ならない。

２ ［略］ ２ ［略］

様式第１号から様式第３８号までを削る。

附 則

 この訓令は、令和３年１月１日から施行する。


